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振動規制法における圧縮機に係る規制の状況等について  

 

１ 振動規制法の概要 

 振動規制法（昭和 51年法律第 64号）は「工場及び事業場における事業活動並び

に建設工事に伴つて発生する相当範囲にわたる振動について必要な規制を行う

とともに、道路交通振動に係る要請の措置を定めること等により、生活環境を保

全し、国民の健康の保護に資することを目的」としている。 

 規制対象施設となる特定施設は、「工場又は事業場に設置される施設のうち、著し

い振動を発生する施設であつて政令で定めるもの」とされており、振動規制法施

行令（昭和 51年政令第 280号）において特定施設として、「圧縮機（原動機の定

格出力が 7.5kW以上のものに限る）」を含む 10種の施設が定められている。 

 同法では、都道府県知事や市長・特別区長が指定した地域に特定施設を設置する

場合は、当該施設を設置する 30 日前までに市町村長や特別区長に届出を行わな

ければならず、届け出なかった場合は、罰則の対象となる。また、規制基準を超

える振動により周辺の生活環境が損なわれていると認められる時には、市町村長

や特別区長による改善勧告や改善命令の対象となる。 

 

２ 工場振動に係る規制対象施設の考え方について 

工場振動に係る規制対象施設については、「工場、建設作業、道路交通、新幹線鉄

道の振動に係る基準の根拠等について」（中央公害対策審議会騒音振動部会振動専門

委員会報告（昭和 51年 2月 28日）添付資料）で、「対象施設については、主として

発生する振動の大きさ（５ｍ地点で 60dB 以上）、苦情発生件数、地方公共団体の条

例等に着目して概ね表-10に示す施設が該当するものとみられる。」とされている。 
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